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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期

第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 13,394 14,146 7,330 8,015 31,193

経常利益 (百万円) 6 308 211 576 1,756

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △99 △193 △18 98 1,009

純資産額 (百万円) ― ― 27,607 27,653 28,445

総資産額 (百万円) ― ― 33,779 34,838 35,842

１株当たり純資産額 (円) ― ― 796.66 791.41 820.62

１株当たり四半期(当
期)純利益又は１株当た
り四半期純損失

(円) △2.93 △5.71 △0.56 2.92 29.81

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 79.9 77.0 77.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 994 776 ― ― 2,396

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △734 △484 ― ― △927

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △57 △181 ― ― △735

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 11,238 11,606 11,719

従業員数 (名) ― ― 2,706 2,751 2,710

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第63期第２四半期連結会計期間及び第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式がな

いため記載しておりません。第63期第２四半期連結累計期間及び第62期第２四半期連結累計(会計)期間の潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載し

ておりません。

４　第62期末より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、従

来千円単位で記載していた事項についても百万円単位に組替え表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が提出会社の連結子会社になりました。
　

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

PT. TOA GALVA PRIMA KARYA
(注)１

インドネシア
ジャカルタ市

RP2,000百万
インドネシアにおける当
社製品の販売

99.0
(99.0)

当社製品の販売
運転資金の貸付

TOA Electronics (Thailand)
Co., Ltd.
(注)２

タイ
バンコク市

THB30,000千
タイにおける当社製品の
販売

49.0当社製品の販売

(注) １　「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

２　議決権の所有割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため連結子会社としております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 2,751

(注) 従業員数には、契約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 756

(注) １　従業員数は、当社から子会社への出向者を除き、子会社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数には、契約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

日本 2,593 ─

アメリカ 8 ─

欧州・ロシア 110 ─

アジア・パシフィック 1,295 ─

中国・東アジア 735 ─

合計 4,744 ─

(注)　金額は製造原価ベース（消費税等別）によって記載しております。

　
(2) 受注実績

当社は製品の性質上、原則として見込生産を行っております。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

日本 5,387 ─

アメリカ 573 ─

欧州・ロシア 960 ─

アジア・パシフィック 631 ─

中国・東アジア 461 ─

合計 8,015 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の回復や耐久消費財の需要喚起策により景気

の回復はみられるものの、国内設備投資の回復スピードは緩慢で依然として厳しい状況が続いておりま

す。 

  このような環境の下、国内におきましては、大型商業施設のリニューアル需要や羽田空港などの再拡張

・改修案件への放送設備納入を行いました。また監視カメラ等のセキュリティ商品は、海外競合会社の厳

しい価格攻勢にさらされておりますが、病院・老人福祉施設や教育施設での防犯カメラシステム提案に

注力しました。 

  海外におきましては、アメリカ地域では、特定市場に絞り込んだ営業活動を図ったことなどにより販売

が増加しました。ヨーロッパ地域では、欧州非常用規格（EN54）への対応を進めた非常放送設備の販売が

堅調に推移しました。中国・東アジア地域では、中国高速鉄道の駅舎放送システム等の納入などによる販

売が堅調に推移しました。アジア・パシフィック地域では、インドネシア販売会社及びタイ販売会社を設

立し、販路の拡充を図りました。 

  これらの結果、売上高は8,015百万円（前年同四半期比＋684百万円、9.3％増）となりました。利益につ

いては、海外販売拠点の拡充のための費用発生がありましたが、生産コストの低減につとめたこともあ

り、営業利益は612百万円(前年同四半期比＋386百万円、171.3％増)となりました。経常利益は、為替変動

による差損計上などにより576百万円(前年同四半期比＋364百万円、172.5％増)となりました。また、四半

期純利益は、過去に製造した製品の無償修理に備えるため製品保証引当金を384百万円計上したことによ

り、98百万円(前年同四半期比＋117百万円)となりました。

　
　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

提出会社、および生産会社２社、また専門業務を分担する会社２社の、５社が連結会社であります。

　売上高は5,387百万円、営業利益は1,061百万円となりました。徐々に設備投資意欲が回復し需要が持

ち直したことから、売上高は伸張しました。また利益面では、売上の伸張に加え、生産コストの低減効果

もあり、営業利益は増加しました。

　
（アメリカ）

販売会社２社と専門業務を分担する会社１社の３社が連結会社であります。

　売上高は573百万円、営業利益は20百万円となりました。北米における現地市場の冷え込みは続いてお

りますが、売上高は回復基調にありました。利益面では、売上の増加により収益力が改善し、営業利益が

増加しました。

　
（欧州・ロシア）

販売会社３社と生産・販売会社１社の４社が連結会社であります。

　売上高は960百万円、営業利益は79百万円となりました。為替の円高影響による売上高の圧迫に加え、

固定費の増加もあり営業利益は伸び悩みました。
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（アジア・パシフィック）

販売会社４社と生産会社３社などの８社が連結会社であります。

　売上高は631百万円、営業利益は19百万円となりました。販売会社の設立など販路拡充に努めたことに

より、売上高は増加しました。また利益面では、生産工場における生産性の向上もあり、営業利益は伸張

しました。

　
（中国・東アジア）

販売会社３社と生産会社２社の５社が連結会社であります。

　売上高は461百万円、営業利益は48百万円となりました。中国市場における高速鉄道等への放送設備需

要などにより、売上は堅調に推移しました。売上の拡大に伴い、営業利益も伸張しました。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して1,004百万円減少し、

34,838百万円となりました。減少の主な要因は、資産の部では売上債権の回収が進み1,798百万円減少し

たことなどによるものです。負債及び純資産の部では、仕入債務の減少370百万円や、配当金の支払い338

百万円などにより減少しました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、当第２四半

期連結会計期間期首に比べて140百万円増加し11,606百万円となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は370百万円となりました。主に売上

債権の増加による資金の減少829百万円がありましたが、税金等調整前四半期純利益による資金の増加

192百万円や仕入債務の増加による資金の増加588百万円があったことなどによるものです。

　前第２四半期連結会計期間との比較では、売上債権の増加による資金の減少が593百万円多かったこ

とはありますが、税金等調整前四半期純利益が205百万円多かったことや仕入債務の減少による資金の

減少が823百万円少なかったことなどにより、前年同四半期比で164百万円の収入の増加となりました。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は85百万円となりました。主に新規

連結子会社の株式取得による支出が260百万円あったことなどによるものです。

　前第２四半期連結会計期間との比較では、無形固定資産の取得による支出が50百万円少なかったこと

などにより、前年同四半期比で256百万円の支出の減少となりました。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は83百万円となりました。主に短期

借入金の純増減額が112百万円増加したことなどによるものです。

　前第２四半期連結会計期間との比較では、長期借入による収入が64百万円減少したことなどにより、

前年同四半期比で7百万円の収入の減少となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
　

当社は、平成20年２月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為への対応方針（買収

防衛策）」（以下、「本対応方針」という。）について、次のとおり決議いたしました。また、平成20年６月

27日開催の第60回定時株主総会において本対応方針が付議され、承認可決されました。

その後、平成22年３月15日開催の取締役会において、本対応方針について、株券等電子化の実施に伴う一

部修正の決議をいたしました。
　

①　基本方針の内容の概要
　

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに行われ

る、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概

に否定するものではありません。特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最

終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。したがい

まして、当社取締役会としては、株主の皆様の判断に資するために、大規模買付行為に関する情報が大規

模買付者から提供された後、これを評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて開示することが

必要と考えます。また、必要に応じて、大規模買付者と交渉したり、株主の皆様へ代替案を提示することも

必要と考えます。

今後当社株式に対して企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為がなされる

可能性は否定できず、大規模買付行為が発生した場合に、株主の皆様のために必要な情報や時間を確保す

る重要性は他社となんら変わらないことから、当社取締役会は事前の対応策の導入が必要であると考え

ます。
　

②　取組みの具体的な内容の概要

(ⅰ)会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み
　

当社は昭和９年の創業以来、業務用・プロ用の音響設備とセキュリティ設備の専門メーカーとして、神

戸の地から100ヵ国を超える世界の国々へ商品を送り続けてきました。ＴＯＡグループでは、長年培った

技術力やノウハウを武器に、商品の企画・開発から生産、販売、運営に至るまでの業務を一貫して手掛け

ています。“音”や“安全”を通じ、快適な暮らしを皆様にお届けできるよう、音響、映像、ネットワーク

などの分野でさらに技術力を高め、より良い商品を作り続けてまいります。

ＴＯＡは、世界でも稀な“音”の専門メーカーです。音響事業では、駅やデパートのアナウンス設備や、

コンサートホールのアンプ・スピーカーなど、多彩な音響機器を通じて快適な日常を支えています。例え

ば、高度な音響システム技術が必要な空港の放送設備です。国内でシェア90％以上を確保し、海外でも英

国ヒースロー空港など多くの空港への納入実績があります。

セキュリティ事業では、防犯カメラシステムを中心とした防犯機器を扱っています。治安の悪化に伴

い、防犯機器の需要は銀行や商店などから、街頭、マンション、学校などへと広がりつつあります。社会の

安全を支えるこの分野を、当社では成長事業と位置付けています。

当社および当社グループは、今後も中長期的な視野に立ち、変革を続けていく中で、変えてはならない

当社の技術力とモノづくりへのこだわりの継承を大きな強みとして、技術力の拡大、蓄積、創造をかさね、

クオリティの高い製品とサービスを提供し、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。
　

(ⅱ)基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み
　

当社取締役会は、大規模買付行為が、このような考え方を具現化した一定の合理的なルールに従って行

われることが、当社の企業価値・株主共同の利益に合致すると考え、次のとおり事前の情報提供に関する

一定のルール（以下、「大規模買付ルール」という。）を設定することといたしました。
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大規模買付ルールの概要は次の通りであります。

(イ)大規模買付者は、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対して予定する大規模買付行為に関する必

要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」という。）を提供していただきます。
　

(ロ)当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、最大60日間

（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または最大90日間

（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のため

の期間（以下、「取締役会評価期間」という。）として設け、その取締役会評価期間を公表し、大規模

買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。
　

大規模買付行為がなされた場合の対応方針の概要は次のとおりであります。

(イ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合

大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合、当社取締役会は、大規模買付者から提供を受け

た情報を総合的に考慮・検討した結果、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益に

資すると判断したときは、その旨の意見を表明します。他方、当該大規模買付行為に疑義や問題点が

あると考えたときは、当該買付提案について反対意見を表明し、または、代替案を提案します。これら

の場合には、当社取締役会は、当社株主の皆様に対して、当該買付提案に対する諾否の判断に必要な

判断材料を提供させていただくにとどめ、原則として、当該大規模買付行為に対する対抗措置はとり

ません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案および

当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになりま

す。

もっとも、大規模買付ルールが順守された場合であっても、当社取締役会において、当該大規模買

付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合で、かつ、対抗措置を発動することが

相当であると判断したときには、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために、当該大規模買

付行為に対する対抗措置として無償割当てによる新株予約権を発行する場合があります。かかる場

合の判断においては、外部専門家等および監査役の意見を参考に提供された本必要情報を十分に評

価・検討したうえ、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。
　

(ロ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

大規模買付者が、大規模買付ルールを順守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、無償割当てによる

新株予約権の発行を内容とする対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。なお、

対抗措置の発動を決定後に、大規模買付者が買付ルールを順守する旨を表明した場合は、対抗措置の

発動を取り消します。

大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否かの認定および対抗措置の発動の適否・内容に

ついては、外部専門家等の助言および監査役の意見も参考にしたうえで、独立委員会の勧告を最大限

尊重し、当社取締役会が決定します。
　

(ハ)独立委員会の設置

本対応方針において、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲の決定、大規模買付者

が大規模買付ルールを順守しているか否かの認定、大規模買付行為が企業価値・株主共同の利益を

著しく損なうか否かの認定、対抗措置の要否およびその内容の決定等については、その客観性、公正

性および合理性を担保するため、当社は、取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置しま

す。当社取締役会は、かかる独立委員会に対して上記の問題を必ず諮問することとし、独立委員会は、

諮問を受けた事項について審議し、その結果に応じて、当社取締役会に対して必要な勧告をすること

とします。

当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動について決議を行うに際して、必ず独立委員会の勧

告手続を経なければならないものとし、かつ、独立委員会による勧告を最大限尊重するものとしま

す。
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③　取組みの具体的な内容に対する当社取締役会の判断およびその理由
　

(ⅰ)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（１.企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の原則、２.事前開示・株主意思の原則、３.必要性・相当性の原則）を完全に充足していま

す。
　

(ⅱ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、大規模買付行為がなされた際に、大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために

大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保・向上させるという目的をもって導入されるものです。
　

(ⅲ)株主意思を重視するものであること

本対応方針は、取締役会決議により導入されたものですが、そのことについての株主の皆様のご意思を

確認させていただくため、平成20年６月27日開催の第60回定時株主総会において、付議され、承認可決し

ております。また、本対応方針は、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により廃止する

ことが可能です。このように、本対応方針には、株主の皆様のご意思が十分に反映されることとなってお

ります。
　

(ⅳ)合理的な客観的要件の設定

本対応方針は、大規模買付者による買付提案に応じるか否かが、最終的には株主の皆様の判断に委ねら

れるべきであることを原則としており、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措置が発

動されないように設定されております。このように、本対応方針は取締役会による恣意的な対抗措置の発

動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。
　

(ⅴ)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本対応方針の導入にあたり、取締役会または取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のため

に、対抗措置の発動および本対応方針の廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関とし

て独立委員会を設置します。

実際に当社に対して大規模買付行為がなされた場合には、独立委員会が、大規模買付行為が当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれがあるか否か等を評価、検討し、取締役会に対して勧告を行

い、取締役会はその勧告を最大限尊重して決議を行うこととします。このように、独立委員会によって、取

締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をす

ることとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本対応方針の透明な運営

が行われる仕組みが確保されています。
　

(ⅵ)デッドハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することがで

きるものとされており、大規模買付者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役で構

成される取締役会により、本対応方針を廃止することが可能です。

したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、630百万円であります。

　なお、これらの研究開発活動は全報告セグメントを対象とするものであり、その成果として、当第２四半

期連結会計期間に発売した主な新商品は以下のとおりです。

　

・会議や講演会に最適で、高品位な音質を実現した「コンデンサーマイク」EMシリーズを新発売しま

した。今回の発売は、天井や壁面に設置する埋込型、演壇や机上に設置するバウンダリー型、マイクの

向きを自由に調節できるグースネック型の３機種と専用マイクスタンド１機種です。設置場所や用

途に合わせて形状を選択でき、癖のない自然な音質の追求により、明瞭性に優れた高品位な収音が可

能です。 

・カラーカメラ、旋回台、電動ズームレンズ一体型の防犯カメラ「PTZカメラ」２機種を新発売しまし

た。当社の従来機種と比較して高さ・直径ともに約25％の小型化を実現し、設置形態のバリエーショ

ンも豊富で、使用場所を選ばず幅広い用途に使用することができます。

撮影面については、逆光時でも見やすい画像を撮影する「逆光補正機能」、明るさが足りない時に最

大32倍まで感度をアップする「電子感度アップ機能」を搭載しています。加えて、夜間に自動的に感

度の高い白黒撮影に切り替え、しっかりと被写体を撮影する「デイナイト機能」を搭載し、昼夜を問

わず使用することができます。

機能面については、あらかじめ撮影ポジションを64箇所まで記憶し、ワンタッチで呼び出し可能な

「プリセット機能」、画面の中の撮影してはいけない部分をグレーに塗りつぶす「プライバシーマ

スキング機能」、画面の中に動く被写体があった場合にあらかじめ設定した動作を行うことができ

る「動き検出機能搭載」など、多彩な機能を搭載しています。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

①　提出会社

当第２四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価格（百万円） 従業
員数
(名)

建物及び
構築物

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

宝塚事業場
(兵庫県宝塚市)

日本 開発設備等 3 6 14 24 ─

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②　海外子会社

当第２四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価格（百万円） 従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

TOA VIETNAM CO.,
LTD.
(ベトナム)

アジア・
パシフィック

生産設備 1 51 1 0 54 ─

PT. TOA GALVA
INDUSTRIES.
(インドネシア)

アジア・
パシフィック

生産設備 ─ ─ 21 ─ 21 ─

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,820,000

計 78,820,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,536,63535,536,635
東京証券取引所
大阪証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 35,536,63535,536,635― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ─ 35,536,635 ─ 5,279 ─ 6,808
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中　谷　忠　子 兵庫県神戸市 2,658 7.48

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

中央区晴海１丁目８－１１ 2,612 7.35

ＴＯＡ取引先持株会 神戸市中央区港島中町７丁目２－１ 1,815 5.11

井　谷　憲　次 兵庫県芦屋市 1,693 4.76

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目７－１ 1,681 4.73

シスメックス株式会社 神戸市中央区脇浜海岸通１丁目５－１ 1,457 4.10

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

港区浜松町２丁目１１－３ 1,218 3.43

株式会社三井住友銀行 千代田区有楽町１丁目１－２ 1,188 3.35

財団法人中谷電子計測技術
振興財団

品川区大崎１丁目２－２アートヴィレッジ大
崎セントラルタワー

1,040 2.93

井　谷　博　一 兵庫県神戸市 893 2.51

計 ― 16,257 45.75

(注) １　上記のほか、自己株式が1,660千株（4.67％）あります。  

２　上記のうち所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,612千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,218千株

３　　スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成22年３月２日付で関東財務局長に提出された大量保

有報告書（変更報告書）により、平成22年２月26日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができない部分については上記表には

含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

スパークス・アセット・
マネジメント㈱

品川区大崎１丁目１１－２ゲートシティ
大崎

1,558 4.38
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,660,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式33,633,000 33,633 ―

単元未満株式 普通株式 243,635 ― ―

発行済株式総数 35,536,635 ― ―

総株主の議決権 ― 33,633 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式804株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ティーオーエー株式会社

神戸市中央区港島
中町七丁目２番１号

1,660,000 ─ 1,660,0004.67

計 ― 1,660,000 ─ 1,660,0004.67

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 559 575 516 487 457 451

最低(円) 509 456 470 428 405 411

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累

計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

(2) 当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更い

たしました。

なお、比較を容易にするため、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間についても百

万円単位に組替え表示しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,015 12,080

受取手形及び売掛金 5,051 6,849

有価証券 900 800

商品及び製品 3,926 3,349

仕掛品 424 324

原材料及び貯蔵品 1,574 1,494

その他 848 917

貸倒引当金 △71 △68

流動資産合計 24,670 25,748

固定資産

有形固定資産 ※１
 6,129

※１
 6,158

無形固定資産 850 635

投資その他の資産 3,187 3,300

固定資産合計 10,168 10,094

資産合計 34,838 35,842

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,430 2,801

短期借入金 388 261

未払法人税等 135 88

製品保証引当金 627 475

引当金 168 224

その他 1,003 1,106

流動負債合計 4,754 4,957

固定負債

長期借入金 64 69

退職給付引当金 1,797 1,828

その他 568 542

固定負債合計 2,430 2,440

負債合計 7,184 7,397

純資産の部

株主資本

資本金 5,279 5,279

資本剰余金 6,866 6,866

利益剰余金 16,982 17,514

自己株式 △964 △963

株主資本合計 28,163 28,696

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 400 442

為替換算調整勘定 △1,754 △1,338

評価・換算差額等合計 △1,354 △896

少数株主持分 843 645

純資産合計 27,653 28,445

負債純資産合計 34,838 35,842
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 13,394 14,146

売上原価 7,265 7,484

売上総利益 6,128 6,662

販売費及び一般管理費 ※１
 6,114

※１
 6,281

営業利益 14 380

営業外収益

受取利息 17 11

受取配当金 24 22

受取保険金及び配当金 24 25

その他 38 51

営業外収益合計 105 110

営業外費用

支払利息 8 6

為替差損 94 166

その他 10 10

営業外費用合計 113 182

経常利益 6 308

特別利益

投資有価証券売却益 141 －

特別利益合計 141 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15

関係会社株式売却損 － 28

製品保証引当金繰入額 － 384

投資有価証券評価損 224 －

特別損失合計 224 428

税金等調整前四半期純損失（△） △77 △119

法人税等 ※２
 16

※２
 53

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △172

少数株主利益 5 20

四半期純損失（△） △99 △193
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 7,330 8,015

売上原価 4,011 4,289

売上総利益 3,319 3,726

販売費及び一般管理費 ※１
 3,093

※１
 3,113

営業利益 225 612

営業外収益

受取利息 8 5

受取配当金 0 0

受取保険金及び配当金 23 24

その他 25 22

営業外収益合計 58 53

営業外費用

支払利息 4 2

為替差損 64 81

その他 3 5

営業外費用合計 73 89

経常利益 211 576

特別損失

製品保証引当金繰入額 － 384

投資有価証券評価損 224 －

特別損失合計 224 384

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△13 192

法人税等 ※２
 7

※２
 84

少数株主損益調整前四半期純利益 － 107

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 8

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18 98
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △77 △119

減価償却費 340 354

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15 △34

受取利息及び受取配当金 △42 △34

為替差損益（△は益） △52 122

支払利息 8 6

投資有価証券売却損益（△は益） △141 －

投資有価証券評価損益（△は益） 224 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 28

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15

製品保証引当金の増減額（△は減少） － 154

売上債権の増減額（△は増加） 2,302 1,442

たな卸資産の増減額（△は増加） △259 △662

仕入債務の増減額（△は減少） △919 △330

未払金の増減額（△は減少） △135 △113

その他 △235 △110

小計 1,027 718

利息及び配当金の受取額 42 34

利息の支払額 △8 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △67 28

営業活動によるキャッシュ・フロー 994 776

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △383 △252

定期預金の払戻による収入 283 96

投資有価証券の取得による支出 △485 －

投資有価証券の売却による収入 483 －

関係会社株式の売却による収入 － 145

有形固定資産の取得による支出 △195 △186

有形固定資産の売却による収入 1 4

無形固定資産の取得による支出 △69 △35

貸付金の回収による収入 3 3

事業譲受による支出 △194 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △260

その他 △178 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △734 △484

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 231 131

長期借入金の返済による支出 △5 －

長期借入れによる収入 64 －

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 0 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7 △11

配当金の支払額 △338 △338

少数株主への配当金の支払額 △19 △6

少数株主からの払込みによる収入 18 43

財務活動によるキャッシュ・フロー △57 △181

現金及び現金同等物に係る換算差額 171 △268

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 373 △157

現金及び現金同等物の期首残高 10,864 11,719

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 45
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現金及び現金同等物の四半期末残高 11,238 11,606
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したTOA Communicaton

Systems, Inc.を連結の範囲に含めております。

　また、当第２四半期連結会計期間より、MIGATA PTE. LTD.及びPT.

TOA GALVA PRIMA KARYAについては株式取得したことに伴い、また

TOA Electronics (Thailand) Co., Ltd.については新規設立したこ

とに伴い、連結子会社に含めております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

24社

２  会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益

に与える影響は軽微でありますが、税金等調整前四半期純利益は17

百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は33百万円であります。

 

(2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりまし

た「製品保証引当金の増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間においては区分

掲記することとしております。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に含まれる「製品保証引当金の増減額（△は減少）」は△10百万円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間において、流動負債の「引当金」に含めて表示しておりました「製品保証引当金」

は、負債純資産合計額の100分の1を超えたため、当第２四半期連結会計期間より当該引当金の設定目的を示す名称

を付した科目をもって掲記することとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の流動負債の「引当金」に含ま

れる「製品保証引当金」は6百万円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

8,313百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

8,205百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目は次のとお

りであります。

販売諸経費 937百万円

給料及び福利費 3,449百万円

退職給付費用 234百万円

減価償却費 154百万円

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目は次のとお

りであります。

販売諸経費 936百万円

給料及び福利費 3,555百万円

退職給付費用 230百万円

賃借料 317百万円

減価償却費 185百万円
　 　

※２　税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に

特有の会計処理により計算しているため、法人税等

調整額は、法人税等に含めて表示しております。

※２　　　　　　　　　同左

　

第２四半期連結会計期間
　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目は次のとお

りであります。

販売諸経費 481百万円

給料及び福利費 1,727百万円

退職給付費用 127百万円

減価償却費 83百万円

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目は次のとお

りであります。

販売諸経費 473百万円

給料及び福利費 1,780百万円

退職給付費用 116百万円

賃借料 155百万円

減価償却費 87百万円
　 　

※２　税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に

特有の会計処理により計算しているため、法人税等

調整額は、法人税等に含めて表示しております。

※２　　　　　　　　　同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 11,182百万円

譲渡性預金
(有価証券勘定)

1,300百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,244百万円

現金及び現金同等物 11,238百万円
 

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 12,015百万円

譲渡性預金
(有価証券勘定)

900百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,308百万円

現金及び現金同等物 11,606百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,536,635

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,660,804

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 338 10.00平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日
取締役会

普通株式 338 10.00平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
音響

セグメント
(百万円)

セキュリティ
セグメント
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 5,758 1,416 156 7,330 ─ 7,330

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 4 4 (4) ─

計 5,758 1,416 160 7,335 (4) 7,330

営業利益又は営業損失(△) 782 141 △67 857 (631) 225

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
音響

セグメント
(百万円)

セキュリティ
セグメント
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 10,479 2,477 438 13,394 ─ 13,394

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 9 9 (9) ─

計 10,479 2,477 448 13,404 (9) 13,394

営業利益又は営業損失(△) 1,286 152 △133 1,305 (1,290) 14

(注) １　セグメントの区分は製品、サービスの種類等の類似性によっております。

２　各区分の主な製品、サービス

　　(1) 音響セグメント………………拡声放送機器、プロサウンド機器、通信機器

　　(2) セキュリティセグメント……映像機器

　　(3) その他…………………………音ソフト制作、消音他

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,117 505 1,024 683 7,330 ─ 7,330

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

1,187 0 4 1,142 2,334 (2,334) ─

計 6,305 505 1,028 1,825 9,665 (2,334)7,330

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

787 △13 82 3 859 (634) 225
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前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,978 993 1,852 1,570 13,394 ─ 13,394

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

2,106 0 11 2,195 4,314 (4,314) ─

計 11,085 993 1,864 3,765 17,709 (4,314)13,394

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,006 △16 157 36 1,183 (1,168) 14

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米………アメリカ・カナダ

　　(2) 欧州………ドイツ・イギリス・フランス

　　(3) アジア……台湾・香港・インドネシア・ベトナム・シンガポール・中国

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 北米・中南米 欧州・中近東
アジア・
オセアニア

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 533 1,023 781 2,338

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 7,330

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.3 14.0 10.7 31.9

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 北米・中南米 欧州・中近東
アジア・
オセアニア

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,068 1,851 1,912 4,832

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 13,394

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

8.0 13.8 14.3 36.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米・中南米……………アメリカ、カナダ、中南米地域

　　(2) 欧州・中近東……………ドイツ・イギリス他欧州地域、中近東・アフリカ地域

　　(3) アジア・オセアニア……台湾・中国・香港他アジア地域、オセアニア地域

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、主に音響機器・セキュリティ機器等を生産・販売しており、国内においては当社及び国

内子会社が、海外においてはアメリカ、欧州、アジア等の各地域を現地法人が、それぞれ担当しております。

現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域において包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「アメリカ」、「欧州・ロシア」、「アジア・パシフィック」、「中国・東アジア」の５つを報告セグ

メントとしております。
　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)
　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)

四半期連
結損益計
算書計上
額日本 アメリカ

欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 9,277 1,032 1,853 1,185 799 14,146 ― 14,146

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,438 1 18 1,161 1,229 4,849△4,849 ―

計 11,7151,033 1,871 2,346 2,02918,996△4,84914,146

セグメント利益又は損
失（△）
（営業利益又は営業損
失（△））

1,421 △34 141 50 73 1,653△1,272 380

(注)　セグメント利益の調整額△1,272百万円には、セグメント間取引消去55百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,328百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門

に係る費用であります。
　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)
　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)

四半期連
結損益計
算書計上
額日本 アメリカ

欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 5,387 573 960 631 461 8,015 ― 8,015

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

1,299 0 9 595 635 2,540△2,540 ―

計 6,686 573 970 1,227 1,09610,555△2,540 8,015

セグメント利益
（営業利益）

1,061 20 79 19 48 1,230 △618 612

(注)　セグメント利益の調整額△618百万円には、セグメント間取引消去19百万円及び各報告セグメントに配分していな

い全社費用△637百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係

る費用であります。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末の末日と比較して著し

い変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末の末日と比較して著し

い変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首と比

較して著しい変動がありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 791.41円
　

１株当たり純資産額 820.62円
　

　
２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 2.93円
　

１株当たり四半期純損失 5.71円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載し

ておりません。　

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 99 193

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 99 193

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 33,882,755 33,876,291

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 0.56円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当た
り四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載
しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 2.92円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式
がないため記載しておりません。

 

(注)　１株当たり四半期純利益または四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(百万円)

△18 98

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(百万円)

△18 98

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 33,882,364 33,875,860
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用していますが、当第２四半期連結会計期間に

おけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。

　

２ 【その他】

第63期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月１日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 338百万円

②　１株当たりの金額 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月５日

ティーオーエー株式会社

(商号ＴＯＡ株式会社)

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　芝　　池　　　　　勉　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　朝　　喜　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ティーオーエー株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ティーオーエー株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

ティーオーエー株式会社

(商号ＴＯＡ株式会社)

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　芝　　池　　　　　勉　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　朝　　喜　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ティーオーエー株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ティーオーエー株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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